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b Time-limit for the submission of applica-

tion forms and relevant documents for the

qualification : 4 : 00 P.M. 15 May 2013 (sub-

mitted by mail : 4 : 00 P.M. 14 May 2013)

c Time-limit for tender : 4 : 00 P.M., 17

June 2013

d Contact point for the notice : Makoto

Takeda Assistant Manager, Accounting Di-

vision, General Affairs and Planning De-

partment, Kyushu Branch, West Nippon

Expressway Company Limited, 1`4`2

Tenjin, Chuo-ku, Fukuoka City, Fukuoka

Prefecture 810`0001 Japan TEL 092`

717`1745

入札公告の変更

平成 25年４月 24日
国立大学法人東京大学総長 濱田 純一

◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 13

〇第１号
１ 掲載日 平成25年４月５日付（号外政府調達
第63号）
２ 変更内容 33ページ４段目「入札公告」第１
号「レーザーラマン分光光度計」の納入期限「平
成25年11月15日」を「平成25年11月29日」に、
「By 15, November, 2013」を「By 29, No-

vember, 2013」に変更致します。

入札公告の訂正

平成25年４月５日（号外政府調達第63号・13

ページ）掲載の入札公告について、次のとおり訂
正します。
平成 25年４月 24日

独立行政法人情報通信研究機構
契約担当理事 吉武洋一郎

◎調達機関番号 592 ◎所在地番号 13

〇第１号
１_ 納入期限 平成25年７月31日
５_ Delivery period : by 31 July 2013

〇第２号
１_ 納入期限 平成25年８月30日
５_ Delivery period : by 30 August 2013

にそれぞれ訂正します。

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 25年４月 24日
支出負担行為担当官
関東地方整備局副局長 池上 正春

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 14

〇第 21号
１ 工事概要
\ 品目分類番号 41

] 工事名 横浜港臨港道路南本牧ふ頭本牧線
（Ö工区）高架橋上部工事

^ 工事場所 横浜市中区かもめ町地内
_ 工事内容 本工事は、横浜港臨港道路南本
牧ふ頭本牧線整備におけるÖ工区高架橋上部
工事において、高架橋上部工（ÕＰ６～ÖＰ
６：上り線＋下り線）の、工場製作工、工場
製品輸送工、鋼橋架設工、橋梁現場塗装工、
床板工、橋梁付属物工、避難階段工、鋼橋足
場等設置工、仮設工、構造物撤去・復旧工、
付帯工を施工するものである。

` 工期 契約締結日から平成27年10月９日ま
で

a 本工事は、入札時に「技術提案（ＶＥ提案
等の技術提案）及び（工事全般の施工計画）」
を求め、価格と価格以外の要素を総合的に評
価して落札者を決定する入札時ＶＥ（総合評
価落札方式）の試行工事である。また、品質
確保のための体制その他の施工体制の確保状
況を確認し、施工内容を確実に実現できるか
どうかについて審査し、評価を行う施工体制
確認型総合評価落札方式の試行工事である。
また、本工事は、契約締結後に施工方法等の
提案を受け付ける契約後ＶＥ方式の試行工事
である。ただし、入札時ＶＥ方式（総合評価
落札方式）の提案範囲を除くものとする。

b 本工事は、資料の提出、入札等を電子入札
システムで行う対象工事である。ただし、電
子入札システムによりがたいものは、発注者
の承諾を得て紙入札方式に代えるものとす
る。また、紙入札の承諾に関しては、関東地
方整備局総務部経理調達課に承諾願を提出す
るものとする。

c 本工事は、本工事の競争参加資格を有する
と認められた者に対し、見積参考資料（金抜
き設計書）を開示する試行工事である。

d 本工事の完成時の工事成績評定の結果が65

点未満であった場合、当該工事成績評定通知
の通知月から起算して１年間に行われる関東
地方整備局（港湾空港関係）の発注する工事
の入札において、総合評価落札方式の評価点
等を減じる試行対象工事である。ただし、事
故減点は原則適用外とする。

e 本工事は、調査基準価格を下回った価格を
もって契約する場合においては、入札日から
過去２年以内に70点未満の工事成績評定を通
知された関東地方整備局（港湾空港関係）が
発注し完成した工事がある者に対して、現場
代理人と監理技術者の兼務を認めないことと
する試行対象工事である。（詳細は入札説明書
による。）

Ĉ 本工事は、調査基準価格を下回った価格を
もって契約する者に対して実施する工事完成
後の工事コスト調査において、工事コスト調
査結果の内容と、低入札価格調査時の重点調
査の内容が著しく乖離した場合においては、
施工体制台帳の確認やヒアリング等を実施
し、乖離理由を検討したうえで、場合によっ
ては工事成績評定を減じる試行対象工事であ
る。

D̂ 本工事は、ＩＳＯ9001認証取得を活用した
監督業務等の取扱いの対象工事である。ただ
し、低入札価格調査の対象となった場合を除
く。

Ê 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等および特定建設資材廃棄
物の再資源化等の実施が義務付けられた工事
である。

２ 競争参加資格
次に掲げる条件を満たしている者により構成
される特定建設工事共同企業体又は単体有資格
業者であること。
なお、特定建設工事共同企業体として競争に
参加する場合は、別に公示する特定建設工事共
同企業体の資格決定を受けていること。
\ 予算決算及び会計令（以下、「予決令」とい
う。）第70条及び第71条の規定に該当しない者
であること。

] 関東地方整備局（港湾空港関係）における
港湾等鋼構造物工事に係る一般競争参加資格
の決定を受けている者であること。（会社更生
法（平成14年法律第154号）に基づき更生手
続開始の申立てがなされている者又は民事再
生法（平成11年法律第225号）に基づき再生
手続開始の申立てがなされている者について
は、手続開始の決定後、関東地方整備局副局
長が別に定める手続に基づく一般競争参加資
格の再決定を受けていること。）

^ 関東地方整備局（港湾空港関係）における
港湾等鋼構造物工事に係る一般競争参加資格
の決定の際に算定した客観点数が、1¶100点
以上の者であること。（]の再決定を受けた者
にあっては、当該再決定の際に、客観点数が
1¶100点以上の者であること。）

_{ 特定建設工事共同企業体の代表者又は単
体有資格業者にあっては、平成10年４月１
日以降に元請けとして、完成・引渡しの完
了した下記の施工実績を有する者であるこ
と。（共同企業体の構成員としての施工実績
は、出資比率20％以上であること。ただし
乙型共同企業体の同種工事の施工実績につ
いては、出資比率にかかわらず各構成員が
施工を行った分担工事の実績であること。）
また、経常建設共同企業体である場合は、
すべての構成員に下記の施工実績を有する
こと。
ア）支間長40ｍ以上の連続合成床版鈑桁橋
（Ｂ活荷重）の架設を施工した工事
なお、当該施工実績が地方整備局（港湾
空港関係）の発注した工事のうち、入札説
明書に示すものに係る施工実績である場合
にあっては、請負工事成績評定要領（平成
21年３月31日付け国港技第105号の２）第
４条第２項に規定する工事成績評定表の評
定点合計（以下、「工事成績評定点」という。）
が入札説明書に示す点数未満であるものを
除く。

| 特定建設工事共同企業体の代表者以外の
構成員にあっては、平成10年４月１日以降
に元請けとして、完成・引渡しの完了した
下記の施工実績を有する者であること。（共
同企業体の構成員としての施工実績は、出
資比率20％以上であること。ただし乙型共
同企業体の同種工事の施工実績について
は、出資比率にかかわらず各構成員が施工
を行った分担工事の実績であること。）
ア）合成床版鈑桁橋（Ｂ活荷重）の架設を
施工した工事
なお、当該施工実績が地方整備局（港湾
空港関係）の発注した工事のうち、入札説
明書に示すものに係る施工実績である場合
にあっては、工事成績評定点が入札説明書
に示す点数未満であるものを除く。™
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